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平成１３年３月
 eq \o\ad(国民健康保険中央会,　　　　　　　　　　　　)
１．調査研究概要

1.1　調査研究の趣旨

わが国においては、急速な高齢化が進展しているとともに、平均寿命が伸張しており、高齢期を充実した、心身ともに健康で自立したものにすることが求められている。また、高齢化の進展とともに悪化しつつある医療保険財政の安定化という観点も重要であり、医療費を抑制する方策、効果的な保健事業・健康増進方策のあり方を構築することは喫緊の課題である。

国民健康保険中央会では、上記のような観点から、保健事業や健康増進方策のあり方について研究を続けてきた。これまでの研究の結果、高齢期の生活を健やかなものにするための基本的な条件の一つとして、地域住民が気軽に出かけることができ、様々な人達と交流できる「場」を作っていくことが重要であることが浮き彫りにされた。そして、そうした「場」としての温泉に注目した。

そこで、本会では、平成１１年度「温泉を活用した保健事業のあり方に関する研究会」を設置し、調査、研究に取り組み、保健事業や健康増進において、温泉を活用することに効果があることの示唆を得た。

この結果を踏まえて、本会は、平成１２年９月に「医療・介護保険制度下における温泉の役割や活用方策に関する調査研究会」を設置して、さらに研究を進めることとした。

本研究においては、医療費に着目することにより、温泉を活用した保健事業を実施する市町村の特徴を抽出し、この結果を踏まえて地域住民の健康づくりの観点から温泉の活用についての提言をとりまとめた。この成果が本報告書である。

図表1.1　調査・研究のフレーム
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　　2000年は1-10月まで
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1.2　調査結果の概要

　本研究における調査結果の詳細は「第２章」〜「第４章」に具体的に記す通りであるが、ここでは調査結果全体を整理して

　　・温泉を活用した保健事業と医療費の関係

　　・温泉の活用が医療費の抑制に結びつく経路

　　・温泉を活用した保健事業を実施しており、実際に医療費も低下している市町村

　　　の特徴

という３つの視点から、以下に概要を示す。

1.2.1　温泉を活用した保健事業を積極的に展開すると老人医療費は低下する

温泉を活用した保健事業と医療費との関係について、本年度研究において研究した結果からは、以下の点が指摘される。

（１）温泉を活用した保健事業を積極的に推進している市町村では、老人医療費が低下している

・ヒヤリング対象市町村（温泉を活用した保健事業を実施しており、医療費も低下傾向にある市町村）の１人当たり老人診療費の推移は、下表の通りである。

[image: image2.wmf]一人あたり診療費（老人。単位：円）

市町村名

1994年

1997年

1994〜97年

の減少率

（大きい順）

長野県 ・北御牧村 

600,417

496,153

17.4%

青森県 ・新郷村 

506,168

457,505

9.6%

北海道 ・北広島市

1,001,353

917,570

8.4%

埼玉県 ・玉川村 

532,089

488,954

8.1%

秋田県 ・協和町 

601,766

564,462

6.2%

広島県 ・甲奴町 

591,318

554,667

6.2%

青森県 ・浪岡町 

643,712

607,568

5.6%

秋田県 ・八竜町 

740,082

702,754

5.0%

山形県 ・大蔵村 

391,848

372,297

5.0%

北海道 ・奈井江町 

784,234

749,631

4.4%

山形県 ・村山市 

494,741

473,580

4.3%

福島県 ・大玉村 

501,786

484,140

3.5%

山口県 ・日置町 

630,148

611,275

3.0%

青森県 ・天間林村 

505,658

495,242

2.1%

全市町村平均

639,500

658,682

（資料）国保データによる。

（注）香川県・財田町は1994〜97年は増加しているが、97年以降減少傾向が見られ

　　　ること、昨年度ヒヤリングで「温泉の活用は医療費の低下に効果あり」と回答

　　　していること等から、今回のヒヤリング対象に含めた。

図表1.2　ヒヤリング対象市町村の１人当たり老人医療の推移

（２）温泉をよく利用する人の医療費は低い

· 温泉の利用実態に関するアンケートにおける回答の状況と実際のレセプトデータを組み合わせて分析した結果、70代以上の高齢層では、温泉によく出かける者の方が医療費の水準が低くなっている。

・山形県・村山市では、温泉を活用した健康づくり事業に参加している者において医療費の水準が市全体の平均より低いという結果が得られている。

1.2.2　温泉の活用が医療費抑制に結びつく経路

　温泉を活用した保健事業を実施しており、実際に医療費が低下している市町村の特徴や利用者データの特性等からは、医療費が抑制される経路に関して、次のような点が指摘される。

（１）病院ではなく温泉が高齢者のサロンとなる

・秋田県・八竜町の温泉施設「ゆめろん」のケースをはじめとして、病院へ行かずに温泉へ行くことで、温泉が高齢者のサロンとなっている事例が見られた。

・このようなケースでは、利用者が何度でも訪れたくなるような「場」にしていくような工夫がみられる。

（２）温泉と診療所活動との連携により医療面での適切なアドバイスが受けられる

・長野県・北御牧村等では、診療所が温泉施設に併設されており、様々な医療的アドバイスが気軽に受けられるとともに、温泉の利用の仕方等についてもアドバイスをもらえるようになっている。

（３）保健事業との連携により地域住民の健康意識が高まる

・北海道・奈井江町をはじめとして、保健婦が温泉施設へ出向いて検診をおこなうなどの連携がとられている事例では、こうした検診によって地域住民自身が自らの血圧等をチェックできることから、それにより生活習慣改善へ向けた意識づけがされる。（ヒヤリング対象市町村以外でも、例えば宮崎県・都城市では温泉施設を活用して「ヘルシスト２１プログラム」と名付けられた保健事業を展開しており、参加者の健康指標が改善したとの報告もなされている。）

（４）保健事業との連携により地域住民の健康状態についてのデータ把握が促進される

・上記の保健事業との連携がきちんと行われることで、青森県・新郷村のように地域住民の健康状態に関するデータ把握が進み、心臓病等疾病の早期発見にもつなげていけることが事例として報告されている。

（５）交流や外出が促進される

・温泉の利用が増えることで、利用者同士のコミュニケーションが増し、社会関係も拡大していることが、利用者のアンケート調査から示されている。

・また、福島県・大玉村をはじめとしてヒヤリング市町村の多数で、こうした傾向がひきこもり防止等に効果を発揮することが報告されている。

（６）痛みの緩和をはじめとする具体的な病状への効果もある

・泉質によっては腰痛やリウマチ・神経痛などの痛みを緩和するなど、具体的な病状への効果があるとの指摘もみられた。

・また、温泉を利用することは、温泉水そのものだけでなく温泉地の効果も含めて精神疾患やストレス解消に効果があるとの報告もなされている。

・海外でも、薬剤による副作用を防ぐ観点から温泉療法の効果を評価している事例がみられる。

1.2.3　医療費の低下している市町村の特徴

　以上「1.2.2」で示したような経路を実現するための効果的な温泉の活用について、医療費の低下している市町村における保健事業の特徴をみると、以下のような点が指摘される。

（１）保健婦との連携がとれている

・保健婦が温泉施設に出向いて積極的に活動を展開しており、血圧測定や健康相談等への参加促進が図られている。

（２）他の健康づくり活動との連携が図られている

・山歩きやウォーキング、グランドゴルフなど様々な健康づくり・スポーツ活動に温泉が活用されている。

（３）温泉を中心とした医療・保健・福祉の一体的な取り組みがなされている

・温泉施設に隣接して保健センターや高齢者交流施設・デイサービスセンター等が設置されるなど、温泉を中心として、医療・保健・福祉に一体的に取り組む姿勢が強い。

（４）対象者・目標を明確化した事業展開がなされている

· 独居高齢者に絞った外出促進事業に温泉を活用したり、継続的な温泉利用者のクラブを組織したり、対象者の特性に応じた活動を展開している。

（５）医療費抑制を意識した事業を実施している

・温泉と医療費の関係に関心が高く、両者の関係を示すデータの構築に取り組んでいる市町村もある。

（６）温泉を中心に多彩なサービスメニューが提供されている

・温泉入浴施設に隣接してプールが整備されていたり、運動場や自家農産物販売コーナーが整備されているなど、温泉を中心に多彩なサービスメニューが提供されている。

（７）老人クラブなど地域の高齢者活動・住民活動等との連携が行われている

・老人クラブの会合やイベントの場を温泉施設にしたり、老人クラブで連れ立って温泉に出かけるなどの連携がみられる。また、老人クラブの会員に温泉入浴補助をしていることがその高加入率につながっているようなケースもみられる。

・老人クラブに限らず、クラブ活動やボランティア活動の場になるなど、住民団体の活動の場として機能している。

（８）温泉を健康づくり、生きがいづくりの拠点として活用する志向が強い

· 温泉を地域住民のための健康づくり、生きがいづくり、交流の輪づくりの中核にしていこうとする志向が強く、医療・保健・福祉等の施設や運動施設の併設といったハード面、生きがい活動等の場としての活用といったソフト面相互の充実に向けた取り組みがみられる。

· 交流の輪づくりについても、わざと遠い地区同士が同じ時間に温泉でふれあえるような送迎スケジュールを工夫するなどの事例がみられる。

図表1.3　温泉を活用した保健事業を実施しており医療費の低下している市町村の特徴

　　　（同様の事業を行っていて医療費が上昇傾向にある市町村が抱える課題との比較）

	項目
	老人医療費の低下している市町村の特徴

	保健婦との連携
	・温泉施設に保健婦が出向いて保健活動を実施している。

・保健婦も、温泉を「高齢者の集まる場」＝「効率的に保健活動の展開できる場」と捉えて、積極的に温泉にアプローチしている。

	他の健康づくり活動との連携
	・「山歩き」や「ウォーキング」「グランドゴルフ」など様々な健康づくり・スポーツ活動に温泉が活用されている。

	温泉を中心とした医療・保健・福祉の一体的な取り組み
	・温泉施設に隣接して保健センターや高齢者交流施設・デイサービスセンター等が設置されるなど、温泉を中心として、医療・保健・福祉に一体的に取り組む姿勢が強い。

・温泉施設に診療所の医師が定期的に訪問するケースもあり。

	対象者
	・独居高齢者に絞った外出促進事業に温泉を活用したり、継続的な温泉利用者のクラブを組織したり、対象者の特性に応じた活動を展開している。

	医療費抑制の意識
	・温泉と医療費の関係に関心が高く、両者の関係を示すデータの構築に取り組んでいる市町村もある。

・温泉の存在や温泉を活用した事業が医療費に影響があると考えている。

	提供されているサービスメニュー
	・温泉入浴施設に隣接してプールが整備されていたり、運動場や自家農産物販売コーナーが整備されているなど、温泉を中心に多彩なサービスメニューが提供されている。

	老人クラブなど地域の高齢者団体・住民団体等との連携
	・老人クラブの会員に温泉入浴補助をしているため、老人クラブ加入率を高めているという市町村もある。

・温泉施設がクラブ活動やボランティア活動の場になるなど、住民団体の活動の場として機能している。

	温泉の位置づけ
	・温泉を中核として、重層的・多面的に、住民の健康づくり、生きがいづくり、交流の輪づくりが展開されている。


　

1.3　提言：温泉で地域住民の健康づくりを花開かせるために

　最後に、「1.2　調査結果の概要」に基づいて、温泉を活用して地域住民の健康づくりを花開かせるための方策に関する提言を示す。

1.3.1　温泉を活用する総合戦略の必要性

　どんなに素晴らしい温泉が存在していても、また、地域の高齢者がどんなに温泉を利用しているとしても、それだけでは温泉が健康づくりに大きな効果を発揮する可能性は少ない。温泉を活用して、医療費の低減の実現や、要介護状態・痴呆状態の抑制・予防（＝健康寿命の増進）といった大目標を達成するためには、そのために必要となる個別目標を多面的・有機的に設定して、個別目標をバランスよく実現していく「総合戦略」が必要不可欠である。

　市町村に対するヒヤリングや、実際に温泉を利用している地域住民へのアンケートの結果を整理して、温泉の活用で「医療費の低減」や「要介護状態の抑制・予防」「痴呆状態の抑制・予防」といった大目標を達成するための個別目標（及び個別目標を達成するための方策）を構造化して模式的に示したものが次ページの図である。

　そこに示されているような構造図を基礎とする「総合戦略」を立てて、バランスよく個別目標の達成を図っていくことを提言したい。

　図表1.4　温泉を活用した地域住民の健康づくりにおける

　　　　　　「大目標」「個別目標」「個別目標を実現するための方策」の構造図
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1985年

1988年

1991年

1994年

1997年

北海道 ・北広島市

787,007

879,121

923,806

1,001,353

917,570

北海道 ・奈井江町 

790,850

859,287

868,373

784,234

749,631

青森県 ・新郷村 

431,267

425,791

515,556

506,168

457,505

青森県 ・天間林村 

410,367

484,155

505,307

505,658

495,242

青森県 ・浪岡町 

551,111

560,269

615,952

643,712

607,568

秋田県 ・協和町 

490,741

563,559

607,986

601,766

564,462

秋田県 ・八竜町 

448,833

538,593

584,668

740,082

702,754

山形県 ・村山市 

309,795

353,257

412,010

494,741

473,580

山形県 ・大蔵村 

319,693

316,456

358,053

391,848

372,297

福島県 ・大玉村 

477,495

505,747

553,612

501,786

484,140

埼玉県 ・玉川村 

334,411

326,090

507,489

532,089

488,954

長野県 ・北御牧村 

376,694

448,529

482,917

600,417

496,153

広島県 ・甲奴町 

442,822

553,288

574,737

591,318

554,667

山口県 ・日置町 

530,474

610,329

583,921

630,148

611,275

全市町村平均

473,840

537,640

589,967

639,500

658,682

（資料）国保データによる。

（注）香川県・財田町は〜97年は増加しているが、97年以降減少傾向が見られるこ

　　　と、昨年度ヒヤリングで「温泉の活用は医療費の低下に効果あり」と回答して

　　　いること等から、今回のヒヤリング対象に含めた。


1.3.2　総合戦略を構成する個別目標とそれぞれの実現方策

（１）温泉の利用頻度の拡大

　温泉を活用した健康づくりを展開していく前提として、温泉の利用頻度を高め、反復利用を増進する必要がある。そのためには、温泉を活用した多彩なサービスメニューを用意して、温泉の利用を飽きさせない工夫をすることが重要であり、例えば、

・温泉に隣接してＳＰＡプールを設置して、水中運動に取り組めるようにする、

・グランドゴルフ場を整備するなどして、スポーツをした人がすぐに温泉に入浴できるようにする、

・周辺農家の自家農産物販売コーナーなどを設置して、温泉の入浴に来たついでに買い物もできるようにする、

等の取り組みを展開することが効果的である。

　また、温泉を利用する目的は人によって様々であったり、同じ人でも時と場合によって温泉の利用目的が異なっていたりする。そうした多様な温泉の利用目的に応えられるような環境を整備することも重要であり、例えば健康づくりの目的に対応しては、他の健康づくり事業との連携を図ることも必要となる。「山歩き」や「ウォーキング」などのスポーツ活動のプログラムの中に温泉入浴を織り交ぜることができれば、健康づくりと温泉利用の２つの目的を満たすことができる。

　地域住民にいかに飽きさせずに温泉利用を継続してもらうか、「また来たい」と思わせるメニューづくりをしていくことが重要となる。

（２）診療所活動などとの連携

　温泉を活用した保健事業・健康づくりに取り組んでいて、かつ、効果を上げている市町村には、医療・保健・福祉の一体的な取り組みに熱心なところが多い。温泉施設に隣接して診療所や保健センター、高齢者交流施設、デイサービスセンターなどを設置することで、温泉の利用者が温泉を利用したついでに医療・保健・福祉のサービスが受けられるようにすることで、温泉利用者の利便性を高め、再利用を促進されることになる。

　また、特に、市町村の診療所の医師が温泉施設に定期的に訪問して、温泉の利用者に対して健康相談や診療に応じたり、温泉の上手な入り方を教えたり、といった活動を展開すると、温泉の利用者の安心感・信頼感を向上することが可能となる。治療の一環として温泉を利用することにより、痛み止めの投薬が減少したというケースもあり、医師が温泉に関心を持って、温泉の効果を生かすような診療活動を展開することで、地域住民の温泉利用が促進されることにもつながるし、地域住民の健康意識を高めることにもつながると考えられる。ある市町村では、温泉に公営の診療所を併設して、在宅診療や２４時間のホームヘルプサービスの取り組みも実施しており、大いに参考となろう。

（３）保健事業との連携

　保健婦がきめ細かい活動を展開していること、とりわけ、温泉施設に出向いて温泉利用者に健康相談や健康教育を実施するといった活動を展開していることも、温泉を活用した保健事業・健康づくりに取り組んでいて、かつ、効果を上げている市町村に共通する事柄である。温泉の利用は習慣化しているケースが多いので、保健婦が温泉施設に出向いて利用者（地域住民）と関係を構築することで、自然に地域住民の健康状態を把握することができて、継続的なフォローをすることができるようになるし、健診や訪問活動といった必要な支援に円滑につなげることができるようになるのである。その意味では、温泉を接点として、保健婦と地域住民が「なじみの関係」になることで、保健事業の効果がより一層大きなものとなることが期待できるのである。

　また、温泉施設で血圧の測定などの健康チェックができたりすると、温泉の利用の際に継続的に自分の健康をチェックできるようになり、自分で自分の健康を管理する意識が高まる。

　温泉の場で保健活動を実施すると、温泉の利用が促進・継続され、それがより一層、効率的な保健活動を可能とする、よいサイクルを実現することが重要である。

（４）利用者に合ったリハビリテーション

　温泉の長所の一つに、利用者が自分に合わせた利用の仕方ができるという点が挙げられる。例えば、脳卒中の後遺症のある人が、温泉で自分なりのリハビリテーションを継続することで元気になっている事例もあるし、腰や肘に痛みのある人が温泉を利用することで痛みが楽になっている事例もある。逆に言えば、そうした特定の対象者を絞り込んだ上で、それぞれに合わせたリハビリテーションのメニューを展開することも今後必要になってくるものと考えられる。

　また、温泉を活用した様々な健康づくりの活動の中でも、何らかの病気や障害を持っている人たちに向けた、軽めのコース（身体的負担の小さいコース）を設定するなど、そうした人たちが無理せず自分のペースで継続できるサービスメニューを整備することも必要であろう。

（５）健康に対する意識の拡大

　以上に述べてきたような、温泉を中心にして保健婦との連携や各種の健康づくり活動との連携、温泉を中心とした医療・保健・福祉の一体的な取り組み等を展開することはそれ自体としても重要であるが、同様に、そうした活動を通じて、地域住民の健康に対する意識の拡大がもたらされる効果が非常に大きい。

　温泉を活用した事業を展開する場合には、地域住民が自分の健康を人任せにせず、自分自身で考えるように意識啓発する動機付けの仕掛けを常に織り込む工夫が重要である。

（６）病気の予防や早期発見の促進

　上述したように、温泉を利用することで地域住民の健康意識が高まり、自分の健康管理を自分で行うようになってくると、その結果として、病気の予防や病気の早期発見にもつながる。もちろん、医師や保健婦といった専門職が折に触れて適切なアドバイスを行うこと、そしてその前提として医師や保健婦が温泉を活用した活動を通じて地域住民との関係を深めておくことが、病気の予防や早期発見を効率的に促進するためには必要不可欠になるのである。

（７）温泉のサロン化

　いずれの市町村においても、温泉のサロン化（温泉が地域住民の集う場になること）に熱心に取り組んでいる。それは、温泉をサロン化して、とりわけ高齢者の外出先を確保することが、必要以上の病院受診行動を抑制することにつながるからである。

　そのためには、温泉の利用を日常生活の中で習慣化していくことが重要であり、例えば「農作業や仕事の合間に温泉にいく」といったように一日の生活のリズムの中に温泉利用を定着させることが必要となるし、

· 老人クラブの会員に温泉入浴補助をする、

· 温泉施設にゆったりとくつろげるスペースを確保して、地域住民のクラブ活動やボランティア活動の場としても活用する、

等の取り組みも必要となる。

　そうした活動が地域住民の間に根付いて、むしろ地域住民の自主的なクラブ活動のような活動が活発になり、それを行政が後押しするといった状況になれば、地域住民の間に温泉がサロンとして根付いていくことになろう。

（８）就労や生きがいの増進

　温泉に行くことは、地域住民の就労や生きがいの増進につながることにもなる。

　農作業や仕事の合間に温泉に入ることで、腰痛などが緩和されて、さらに長く働くことができる、というように、実際に就労を促進する効果もあるし、何よりも、温泉に行くことが地域住民の生きがいになると、生活に張りやリズムをもたらし、要介護の予防・抑制や痴呆の予防・抑制、またそれらの結果として健康寿命の増進につながる効果が期待される。

　そうした効果をより大きなものとするためには、温泉入浴とスポーツ・山歩きをセットにする、といった高齢者の生きがい増進を重視したサービスメニューを提供するのは勿論であるが、

· 独居老人の引きこもり防止策として、温泉への外出を促進する、

· 虚弱老人の温泉利用を促進して、健康を維持する、

· 要介護認定で「自立」と判定された高齢者に温泉利用を促進して、要介護状態の予防に役立てる、

といった取り組みが重要となる。

　なお、すでに要介護あるいは寝たきりとなっている高齢者についても、福祉施設の入所者に定期的に温泉を利用してもらう、在宅の寝たきり高齢者に温泉水を活用した訪問入浴を実施する、といった取り組みが考えられ、実際に実施している市町村によると、利用者に好評とのことである。

　生きがいの増進という領域においては、温泉は幅広く活用することができよう。

（９）地域社会や他の人々との交流拡大・外出の促進

　温泉が地域住民の集う場となり、サロン化していけば、自然に地域社会や他の人々との交流を拡大することができていく。温泉利用者のための巡回バスの地域割り（ローテーション）もわざと遠い地域を同じに日に割り振るなどして、交流に配慮している市町村もあるし、温泉を活用した健康づくり事業が住民同士の交流に貢献していると指摘する意見も多い。

　また、温泉を利用することが地域の高齢者の生活において１つのリズムとして定着することができれば、それはすなわち、温泉への外出行動も日常生活の中で定着することである。地域社会や他の人々との交流、外出といった要素は、生活に張りやリズムを与えて、一定の緊張をもたらすことになるとともに、社会との接点・つながりを維持する上でも効果が大きく、健康の増進につながることは、これまでの調査研究で繰り返し示されてきたところである。

　従って、老人クラブなど様々な地域住民の活動の場として温泉を活用したり、温泉を活用した多種多様なサービスメニューを用意したりして、地域の高齢者を温泉に引き寄せることが、全ての基盤となるのである。

　以上見てきたように、地域住民の健康寿命の増進（要介護の予防・抑制、痴呆の予防・抑制）や医療費の低減といった大目標を見失わずに、温泉を中心として、多面的かつ重層的な個別目標の実現に取り組んでいくことが、温泉を活用した健康づくりに求められている。

　しかしながら、本年度のヒヤリング調査で明らかとなったのは、そうした取り組みを意識的に展開している市町村は極めて少ないということであり、むしろヒヤリングを契機として、温泉を活用した健康づくりの重要性や効果に改めて認識を深めた市町村が多かったということである。従って、温泉を活用した健康づくりとして先進的な取り組みを実施している市町村における効果を具体的・経年的に明確化するとともに、温泉を有する全ての市町村に対して、地域住民の健康づくりにおける温泉の重要性を継続的に訴えかけていくことで、少しでも多くの市町村で、温泉を有効に活用した健康づくりの取り組みがなされるようにしていくことが必要であろう。

　また、少数の先進的市町村における取り組みを詳細に見ると、最初からすぐに現時点のサービスメニューがそろっていたわけではなく、長い期間における取り組みの中で次第に充実したものとなっていったということと、そうした市町村が決して財政的に豊かな恵まれた市町村ではないということは大きな示唆を与える。海外の事例を見ても、「歴史的」と形容し得るほど長期に渡る、官民を挙げた英知の積み重ねがなされているのであり、そうした息の長い取り組みを着実に継続していくことが必要不可欠であると言えよう。

　　事例１：山形県・村山市　
　

日本には約３，２００の市町村があるが、その８割ぐらいがそれぞれ湧出する温泉を持っている。まさに“温泉王国”である。この温泉は、大別すると２つに分類できるように思う。ひとつは、随分以前から湧出していて、その温泉の知名度も高く、観光地や湯治場としてそれなりの歴史と伝統を持っている温泉地と、もうひとつは比較的新しく湧出するようになった温泉だが、自治体が広くいえば健康づくりとドッキングして、地域住民（とくに老人）の健康に貢献して、医療費の節減に貢献しているという市町村もある。山形県村山市は温泉と健康づくりがうまく機能している右代表ともいえよう。

村山市は後ろに蔵王国定公園、前に出羽三山を望むという風光明媚な場所にある人口３万２８９人（平成１１年）、面積１９６．８３平方キロの市である。村山市の温泉の歴史はせいぜい２０年ぐらいであるが、市の重点施策として１９８２年から、温泉を中心にしてソフト、ハードの両面から整備して市民の健康づくりの主眼を“病気にならない”〜つまり健康寿命の延長に置いて展開し、結果として、全国的に老人医療費が高騰しているなかで、横ばい、もしくは若干減少というところに持っていくのに成功している。１９８２年からの約２０年間にわたる整備の推移は別表のとおりだが、これを見ると“ローマは１日にして成らず”ということわざを思い起こす人は多いだろう。

ふつう、各市町村が持っている温泉に来ている人のうち地元の市町村の人は２割ぐらいにすぎない。ところが村山市の温泉に来ている人の５割が村山市民である。こういう例は非常に珍しい。なぜ２割しか地元の人がいないのかはよくわからないが、案外、他の市町村の温泉に行く人が多いのだろうとみられている。しかし、村山市の温泉の場合、多くの市民に意見をきいてみたが、みんな健康づくりに目ざめていて、とくに温泉プールのなかで行なう水中運動に興味を示し、その指導者（トレーナー）はきわめて好評だった。キメのこまかい施策の展開が市民の共感を呼んでいた。

クアハウスでは、栄養士が健康によいメニューを工夫し、ここで食事、運動、休養の３つの要素を充たすように工夫され、それも楽しく行なわれている。費用は１日約千円ぐらいで、クアハウスでは市全体のイベントを実施したり、健康管理にも力を入れている。利用している人は５０代の人がもっとも多く、次いで６０代の人が多い。その１人にきいてみると、次のように話していた。

「私は曜日を決めて体操をしているが、トレーナーが上手なので健康になったように思う。朝、クアハウスに来て、ストレッチ体操などをして、そのあと行なう水中運動などでも汗をかき、それが終わると食事で、全部楽しい。私は１０年前、クアハウスに通うまでは医者のところに行くのが趣味だった。しかし、今では医者に行かないが血圧は下がった」

（医事評論家・水野　肇）
（別表）村山市における温泉の整備の推移

	
	周辺施設を含めた

ハード面の整備
	ソフト面の整備

	１９８２年
	クアハウス碁点
市民の広場

運動広場

温水プール
	ヘルスアッププラン（宿泊滞在型）

健康パック（日帰り型）

元気クラブ（会員制クラブ）

Ｓ．Ｐ．Ａクラブ（会員制クラブ）

	１９８３年
	村山市民体育館

ゲートボール場
	

	１９８４年
	ＳＰＡヘルスコース
	

	１９８５年
	村山市民テニスコート
	

	１９８６年
	温泉センター
	

	１９８９年
	最上川碁点遊歩道
	

	１９９１年
	川島山散策路

ＳＰＡプール
	温泉大学一日湯治

	１９９２年
	碁点あづま屋
	

	１９９３年
	農村文化保存伝承館

竜神の吊橋
	誰でもできるアクアエクササイズ教室

	１９９４年
	農村伝承の家
	

	１９９５年
	大槇農村公園

水車小屋

西ため池遊歩道
	

	１９９６年
	雪合戦広場

ふれあい広場休憩施設
	健康相談

	１９９７年
	
	健康増進事業

	２０００年
	
	ほのぼの温泉クラブ


（注）「ソフト面の整備」は各施策の開始年次を示している。なお、「ソフト面の整備」に示された全施策が２００１年３月時点で継続実施中である。

（資料）村山市資料に基づいて作成。

　　事例２：長野県・北御牧村　
　

北御牧（きたみまき）は、長野県の東部、浅間山を望む千曲川左岸に位置する人口５，５００人の農業の村だ。御牧原台地には、朝廷の馬を養成する牧場（御牧）があった。近年は、保健・福祉・医療の統合をめざした社会福祉法人「ケアポートみまき」（小山剛施設長）を核に、温泉を活用した健康づくりに取り組んでいる先進自治体である。

「ケアポートみまき」は、平成７年にオープン。温泉プールや多目的ホールを備えた温泉アクティブセンター、往診にも力を入れている温泉診療所、すべて個室の特別養護老人ホーム、痴呆対応型老人共同生活施設、ショートステイ、デイサービスセンター、訪問看護ステーションなどで有機的に構成されている。村の保健福祉課も役場ではなく施設の中にある。

保健・福祉・教育にかかわる多くの課題を、机上論でなく総合的、実践的な立場から研究する身体教育医学研究所も併設。東京大学大学院身体教育学講座（武藤芳照教授）の協力で三人のスタッフが常勤し、温泉プールや陸上での「運動遊び」、体力測定などを通して科学的に追求している。さらに、村内には第三セクターが運営する二つの温泉施設がある。

「保健は医療と福祉の中間的役割といわれているが、両者の基調ではないか」というのが、北御牧村の保健事業への考え方だ。温泉を利用した保健活動の目玉は、「シルバー温泉プール浴教室」で、６５歳以上を対象に行っている。「手つなぎ鬼」「神経衰弱ゲーム」「水中玉入れ」など、楽しみながら体を動かす運動遊びが中心で、平成１１年度は１２回実施。延べ４１８人が参加した。その日ごとの自由参加で、村民３００円、村外の人は５００円。教室のある日は、送迎バスが村内を巡回する。

教室の担当は村の保健福祉課だが、身体教育医学研究所と連携しながら内容などを検討、運営している。参加者は、足や腰が痛い、ダイエットをしたい−などの常連が多く、女性５に対し男性２程度の比率だ。「長い間農業をしてきたお年寄りには、ひざ、腰、股関節の痛みを訴える人が多い。だが、温泉プールの運動で痛みが和らいだり楽になったという声をよく聞く」と研究所の岡田真平主任。痛み止めなど、薬剤費の低減にもつながっていそうだ−との見方もある。

温泉を利用した保健事業について小山施設長は、「リハビリ効果による介護予防や老人医療費低減などに向けて、ある程度の明かりが見えてきたような気がする」と、前向きに話している。

（信濃毎日新聞社編集委員・飯島裕一）

　　事例３：香川県・財田町　
　

　平成１１年の人口が４，８１２名、高齢化率が２７．８％の典型的な小さい自治体であるが、平成７年に温泉施設「環の湯」、平成１０年には町営の診療所が開設された。

急速な高齢者人口の増大に伴って、老人医療費は年々増大しており、国保の財政運営は厳しさを増しているが、平成８年度以降は老人医療費の延びが抑制されており、今後の動向を慎重に観察しながら効果的な国保財政の健全化策を策定する必要がある。

　注目すべきは国保施設事業と町の保健事業との連携が極めてよく、介護保険制度の発足に伴う要介護者が要支援と要介護度１度の対象者が約６割を占める状況から、福祉事業との連携の必要性も高まっており、保健と医療と福祉の連携強化による効果的な地域包括ケアの体制が整備されつつある。

　温泉施設「環の湯」は、国道の沿線にあり、交通の便が極めてよく、しかも自然に恵まれた施設として巧みに設計されており、ゲートボール場や多彩な生涯学習のプログラムを楽しめる施設利用ができるようになっている。その結果、中高齢者が安い利用料で、一日がかりの「健康・体力づくり」を楽しむことができる施設利用法の開発が図られている。とくに、保健事業としての地域リハビリテーション・介護予防への利用と町営診療所による訪問看護ステーションの活性化と往診体制の整備が相互に連携を強化し、在宅ケアの支援体制が確立され、在宅ケアの拡大による老人医療費の節減効果が期待されている。

　

　高齢者の就労率が高く、家庭菜園やシルバー人材センターの活動に支えられて、温泉施設に隣接するマーケットの利用も図られている。

　行政も保健と医療と福祉の連携強化に極めて意欲的に取り組んでおり、効果的な地域包括ケアの体制整備を通じての国保財政運営の健全化への積極的な施策として、温泉施設の活用が図られている。その結果、温泉施設の年間利用者数は約１７万人にのぼっているが、町民の利用者数が期待されている程は増えていない点が問題として残されている。したがって、行政担当者は、町の保健・福祉事業としての温泉施設の活用により、老人医療費の節減を図る施策を講じたいとの新しい意欲を示していた｡

（岡山大学名誉教授・青山英康）
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図表2.2　ヒヤリング対象市町村（温泉を活用した保健事業を実施しており、医療費

　　　　  も低下傾向にある市町村）の１人当たり老人診療費の推移


2　温泉を活用した保健事業を実施している市町村の特徴

2.0　調査結果のまとめ

2.0.1　ヒヤリング対象市町村の老人医療費の動向

　ヒヤリング対象市町村（温泉を活用した保健事業を実施しており、医療費も低下傾向にある市町村）の１人当たり老人診療費の推移を全国平均の推移とともに示したグラフが次ページである。それを見ると、特に、１９９０年代半ば以降において老人医療費が低下している市町村が多い。（→具体的な数値は下表を参照。）
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評価

温泉の入り方

（1）長時間つからずに何度かに分けて入る

「いつも」の比率

+

−

＋

＋

○

（2）浴槽内を水中歩行する

「いつも」の比率

＋

−

−

−

温泉の利用の仕方

（1）家族と一緒に出かける

「いつも」の比率

＋

＋

−

−

（2）近所の方と誘い合わせて出かける

「いつも」の比率

＋

＋

＋

−

（3）温泉につかった後はゆったり休憩する

「いつも」の比率

＋

＋

＋

＋

○

（4）趣味の仲間と宴会やカラオケをする

「いつも」の比率

＋

＋

−

＋

（5）温泉利用中は周りの人とよく話す

「いつも」の比率

−

＋

＋

＋

○

（6）温泉施設内での健康相談や測定に参加する

「たまに」までの合計

＋

＋

＋

−

○

（7）温泉施設内での健康づくり活動に参加する

「たまに」までの合計

＋

＋

＋

−

○

温泉を通じた社会関係

温泉で親しくなった人の数

「大勢いる」の比率

＋

＋

＋

＋

○

温泉で知り合った人とのグループ活動

「よくやっている」比率

＋

＋

＋

−

○

日常生活の状況

（1）食生活

規則正しい食事

「ほぼ規則正しい」比率

−

−

＋

−

間食状況

「ほぼ毎日食べる」比率

−

−

＋

＋

食事の際のよく噛む傾向

「よく噛む」の比率

−

＋

＋

−

緑黄色野菜の摂取

「ほぼ毎食」の比率

＋

＋

＋

−

淡色野菜の摂取

「ほぼ毎食」の比率

＋

＋

＋

＋

○

喫煙率

「喫煙者」の比率

−

＋

＋

＋

（2）生きがい、生活意識

生きがいを感じている者の比率

「感じている」の比率

−

＋

−

＋

経済面の満足度

「満足している」の比率

−

＋

−

−

精神面の満足度

「満足している」の比率

＋

＋

−

−

自立傾向（自分自身でなんとかすべき）

「そう思う」の比率

＋

＋

＋

−

○

社会への関心（社会の動きや新しいものに関心）

「そう思う」の比率

＋

＋

＋

＋

○

温泉の利用頻度別不安や心配事の有無

「ない」の比率

−

＋

−

−

（3）睡眠行動

就寝時間の規則性

「決まっている」の比率

−

−

＋

＋

起床時間の規則性

「決まっている」の比率

−

＋

＋

＋

（4）情報行動、コミュニケーション

新聞の閲読状況

「１時間以上」の比率

−

−

−

＋

テレビの視聴時間

「４時間以上」の比率

−

＋

何でも相談できる友人の有無

「いる」の比率

＋

−

−

−

隣近所との会話

「毎日話をする」比率

＋

−

−

＋

日常生活上他人と会話する機会

「多い」の比率

＋

−

＋

＋

○

日常生活上話をする相手

「多い」の比率

＋

−

＋

＋

○

（5）外出行動

自宅周辺の散歩

「ほぼ毎日」の比率

＋

−

＋

＋

○

近所のスーパーへの買い物

「ほぼ毎日」の比率

＋

＋

＋

○

バス、鉄道を使った遠出

「ほぼ毎日」の比率

−

＋

＋

該当なし

（6）社会的な役割、活動

就労状況

「仕事をしている」比率

＋

＋

＋

−

○

仕事以外の役職の有無

「役職をしている」比率

＋

−

−

＋

地域活動への参加

「積極的に参加」の比率

＋

−

＋

−

健康状態

温泉利用頻度別主観的健康状態

「健康である」の比率

−

＋

＋

＋

○

温泉利用頻度別かかっている病気の有無

「ない」の比率

−

＋

＋

＋

注１）表中の「＋」は温泉の高頻度利用層の方が高いことを示し、「−」はその逆を示す

注２）濃い網掛けは高頻度利用層が20％以上高い場合、薄い網掛けは10％以上高い場合

注３）評価の欄は「＋」が３つ以上かつそのうち２つは網掛けとなっているものに○

項　　　目

図表2.1　ヒヤリング対象市町村の１人当たり老人医療費の推移

　また、山形県・村山市では、温泉を活用した健康づくり事業に参加している高齢者において医療費の水準が市全体の平均より低いという結果が得られている。
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2.0.2　温泉の活用による効果

　温泉を活用した保健事業を実施しており、実際に医療費が低下している市町村の特徴について、温泉が地域住民の健康や医療費に及ぼす影響を中心に整理した結果は以下の通りである。

図表2.3　温泉を活用した保健事業を実施し、医療費が低下している市町村における温泉の健康、医療費への影響

	項目
	具体的内容

	病院ではなく温泉が高齢者のサロンとなる
	・秋田県・八竜町の温泉施設「ゆめろん」のケースをはじめとして、病院へ行かずに温泉へ行くことで、高齢者のサロンが温泉となっている事例が見られた。

・このようなケースでは、利用者が何度でも訪れたくなるような「場」にしていくような工夫がみられる。

【他に、青森県・浪岡町など多数】

	温泉と診療所活動との連携により医療面での適切なアドバイスが受けられる
	・長野県・北御牧村等では、診療所が温泉施設に併設されており、様々な医療的アドバイスが気軽に受けられるととともに、温泉の利用の仕方等についてもアドバイスをもらえるようになっている。

【他に、山形県・大蔵村】

	保健事業との連携により地域住民の健康意識が高まる
	・北海道・奈井江町をはじめとして、保健婦が温泉施設へ出向いて検診をおこなうなどの連携がとられている事例では、こうした検診によって地域住民自身が自らの血圧等をチェックできることから、それにより生活習慣改善へ向けた意識づけがされる。

【他に、北海道・北広島市、青森県・天間林村、青森県・新郷村、山形県・大蔵村、山口県・日置町】

	保健事業との連携により地域住民の健康状態についてのデータ把握が促進される
	・上記の保健事業との連携がきちんと行われることで、青森県・新郷村のように地域住民の健康状態に関するデータ把握が進み、心臓病等疾病の早期発見にもつなげていけることが事例として報告されている。

【他に、青森県・新郷村、北海道・奈井江町】

	交流や外出が促進される
	・福島県・大玉村をはじめとしてヒヤリング市町村の多数で、温泉の利用が増えることで、利用者同士のコミュニケーションが増えたり、社会関係も拡大するとともに、ひきこもり防止等に効果を発揮することが報告されている。

【他に、北海道・奈井江町、青森県・浪岡町、青森県・新郷村、山形県・村山市、山形県・大蔵村、長野県・北御牧村、山口県・日置町】

	痛みの緩和をはじめとする具体的な病状への効果もある
	・泉質によっては腰痛やリウマチ・神経痛などの痛みを緩和するなど、具体的な病状への効果があるとの指摘もみられた。

・また、温泉を利用することは、温泉水そのものだけでなく温泉地の効果も含めて精神疾患やストレス解消に効果があるとの報告もなされている。

【他に、北海道・奈井江町、青森県・新郷村、青森県・天間林村、長野県・北御牧村】


2.0.3　温泉を利用した保健事業を実施しており、老人医療費の低下している市町村と、　

　　　上昇している市町村の比較

　温泉を活用した保健事業を実施しており老人医療費の低下している市町村に対するヒヤリングの結果と、同様な保健事業を実施していながら老人医療費の上昇している市町村に対するヒヤリングの結果を対比的に整理することにより、温泉の効果をより大きく引き出すために必要なことをまとめた結果を示す。

図表2.4　温泉を活用した保健事業を実施しており医療費の低い市町村の特徴

　（同様の事業を行っていて医療費が上昇傾向にある市町村が抱える課題との比較）

	項目
	老人医療費の低下している市町村の特徴

	保健婦との連携
	・温泉施設に保健婦が出向いて保健活動を実施している。

・保健婦も、温泉を「高齢者の集まる場」＝「効率的に保健活動の展開できる場」と捉えて、積極的に温泉にアプローチしている。

	他の健康づくり活動との連携
	・「山歩き」や「ウォーキング」「グランドゴルフ」など様々な健康づくり・スポーツ活動に温泉が活用されている。

	温泉を中心とした医療・保健・福祉の一体的な取り組み
	・温泉施設に隣接して保健センターや高齢者交流施設・デイサービスセンター等が設置されるなど、温泉を中心として、医療・保健・福祉に一体的に取り組む姿勢が強い。

・温泉施設に診療所の医師が定期的に訪問するケースもあり。

	対象者
	・独居高齢者に絞った外出促進事業に温泉を活用したり、継続的な温泉利用者のクラブを組織したり、対象者の特性に応じた活動を展開している。

	医療費抑制の意識
	・温泉と医療費の関係に関心が高く、両者の関係を示すデータの構築に取り組んでいる市町村もある。

・温泉の存在や温泉を活用した事業が医療費に影響があると考えている。

	提供されているサービスメニュー
	・温泉入浴施設に隣接してプールが整備されていたり、運動場や自家農産物販売コーナーが整備されているなど、温泉を中心に多彩なサービスメニューが提供されている。

	老人クラブなど地域の高齢者団体・住民団体等との連携
	・老人クラブの会員に温泉入浴補助をしているため、老人クラブ加入率が高めているという市町村もある。

・温泉施設がクラブ活動やボランティア活動の場になるなど、住民団体の活動の場として機能している。

	温泉の位置づけ
	・温泉を中核として、重層的・多面的に、住民の健康づくり、生きがいづくり、交流の輪づくりが展開されている。


　　

３　温泉利用者調査

3.0　調査結果のまとめ

3.0.1　温泉の高頻度利用者の特徴

温泉の高頻度利用者の特徴についてみた場合、男女年齢別の各群に比較的共通してみられたのは、以下のような点である。

（１）温泉の「場」としての活用

温泉につかった後はゆっくりと休憩するなど温泉を憩いの場として利用する傾向が強い。

（２）健康チェックや健康づくりの場として活用

温泉を場とした健康づくりのイベントや健康測定等のイベントによく参加している者が多い。

（３）温泉を通じたコミュニケーションや社会関係の広がり

温泉に来た人同士のコミュニケーションや温泉を通じた知り合いの広がり、活動の広がりが大きい。

（４）自立傾向が強く就労者も比較的多い

自立心が高い者が多く、就労者の割合も高い。

（５）社会や「外」への志向が強く、外出行動も旺盛である

社会への関心のある者が多くなっており、自宅周辺や近所のスーパー等への買い物へよく出かけている。

今回の分析を行った群の中では、男性の74歳以上の群は上記特徴からややはずれる場合もあり、他群とはやや異なるものとみられる。

図表3.1　温泉の利用頻度別のアンケート分析結果のまとめ


3.0.2　医療費の分析結果

温泉利用者のレセプトデータに基づく医療費の分析結果からは、以下の点が指摘される。

（1） 医療費と外来診療費については温泉の高頻度利用層において低い水準で推移

分析対象とした３つの市町村において医療費と外来診療費は、温泉の高頻度利用層において低い水準で推移する傾向がみられた。２つの市町村においては統計的な有意差も検出されている。

（２）外来の日数は温泉の高頻度利用層において低い水準で推移

外来の日数は温泉の高頻度利用層において低い水準で推移する傾向がみられた。総日数に関しては湯布院町の70歳以上のグループにおいてのみ、同様の傾向がみられ、統計的にも有意であった。

（３）70代以上の高齢層では温泉の高頻度利用が高い層で医療費も低くなっている

　男女年齢別にみた結果では、男女とも70歳未満の層では温泉の利用頻度と医療費の間にそれほど関係がみられないか、むしろ温泉の高頻度利用と医療費とがプラスの関連を示している。

　これに対し、74歳以上（ここでは、サンプル数の関係から、74歳以上の層とそれより若い層とに分けている）の高齢層では、温泉の利用頻度の高いグループにおいて、医療費や日数が有意に低くなる点が、男女の別を越えて確認された。

図表3.2　温泉の高頻度利用層と低頻度利用層の医療費の比較（74歳以上）


４．海外における温泉活用動向

4.0　海外調査のまとめ

健康づくりの視点からの温泉利用に関して、長い伝統と多くの実績やノウハウのあるヨーロッパの３温泉（バーデンバーデン（ドイツ）、エクスレバン（フランス）、アバノテルメ（イタリア））の実態を調査した。その結果は次の通りである。

①温泉を戦略的に活用している

各地域での温泉保養にかかわる業界の民間活力が行政と連携して、明るい将来展望を切り開くための戦略を持っている。ドイツのバーデンバーデンは、国際戦略として、世界中の各種の保養地に出かけて行き、温泉保養地である強みを活かした宣伝を行って、世界各地から富裕な顧客を集めようという計画に取り組んでいる。エクスレバンとアバノテルメにおいても、高齢社会における温泉保養地への需要の高まりに備えて、官民一体となっての取り組みを図っている。

②温泉療法の医学的効果の研究体制が整備されている

温泉の医学的な効果の研究に、官民の協力のもとで積極的に投資されている。すなわち、より基礎的な研究には公的資金を、直ちに応用できる分野は民間資金が導入されて、地元の大学や研究機関も積極的に協力している。また、医学研究の特徴は、医学的な効用に関しては既に長い歴史的な証明があり、今さら温泉のどのような成分が何故、どのように効くのかといった分析的な研究の必要はなく、どのような方法で温泉療法の効果を高めるかに重点が置かれており、予防医学的視点が強調されている。

③温泉療法に医療保険が適用されている

今回の調査対象は、いずれも温泉療法が医療保険の対象になっており、医師の指示の下に被保険者は温泉療法を受療できることになっている。温泉療法を患者に指示するうえで、最も強い動機づけとなっているのが、「温泉療法には副作用がない」という点である。また、温泉療養により、投薬量が減少するため、薬剤費が大幅に節減されるという財政効果が認められている。今日、医療保険財政をめぐる状況は各国においても厳しさを増しているが、温泉療法に対する要求は高まることはあっても、いささかも低下することはないと考えられている。

④温泉療法の経済的効果も期待している

温泉療養の経済的効果は医療保険財政への効果に止まらず、受療中の患者の宿泊施設となるホテル業界や関連施設への経済的な効果が期待されている。特に、高齢化社会を迎えて、健康に対する社会的な関心の高まりの中で、従来の医療を目的とした温泉保養としての対応に付加価値をつけての地域振興が図られている。

⑤新しい保養地づくりが推進されている

調査対象のいずれの地域でも、長年にわたる医療を目的とした温泉保養地としての地域振興に加えて、高齢化社会における「豊かで健やかな生涯」を送るための「新しい保養地づくり」が図られている。温泉という強力な武器を持って、高齢社会のニーズに応える「健康・体力づくり」のための保養地として、官民学が一体になって取り組んでいる。
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